
（消費者を取り巻く社会経済情勢の変化）

＜６つの消費者の権利＞

1 危害の防止
国の状況 (1)食品の安全性の確保

危害の防止 (2)商品・サービスの安全性の確保

(3)住まいの安全性の確保　　　　　等
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(1)表示・規格・計量の適正化の推進

(2)生活関連物資の安定供給　　　　等

表示等の適正化 3 悪質事業者への指導
不当な取引行為の防止 (1)事業者指導の強化

物価の安定 (2)事業者を対象とした啓発の推進　等

1  消費者啓発・教育の推進
本市の状況 (1)消費生活に関する情報提供の推進

(2)消費者の年齢その他の特性に配慮した消費者啓発・教育の推進

(3)高齢者の見守りネットワークの構築　　等

啓発活動及び教育の推進 2 消費者団体等の活動の促進
消費者団体の自主的な活動の促進 (1)消費者団体等の育成・指導　　等

1 消費者の意見の反映
(1)消費者の意見・要望等の把握

消費者の意見の反映等 (2)事業者への情報提供　　等

2 消費生活相談体制の充実
(1)相談内容に応じた相談機関の連携の強化

消費者の被害の救済 (2)消費生活相談員の研修体制の充実

(3)少額被害の救済　　等

3 多重債務相談対策
(1)多重債務者への相談窓口の周知

(2)他の相談機関等との連携の強化　　等

（　）内…条例の体系

商品及び役務について消費者の自主
的かつ合理的な選択の機会が確保さ
れる権利

1 消費生活の安全・安心の確保1 消費者の安全が確保される権利
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○消費者基本法施行
　(平成16年6月)
→消費者保護から「権利の
尊重」及び「自立支援」へ
＜基本理念＞
・消費者の権利の尊重
・消費者の自立の支援

○消費者基本計画策定
　(平成17年4月)

○消費者庁発足
　(平成21年9月）

○消費者安全法施行
　(平成21年9月）
→地方公共団体の事務と消費生活
センターの設置等を法律上位置付
け

○地方消費者行政活性化交
付金事業(平成21年～23年、
24年度まで延長可能)
→地方消費者行政への集中的支援

○新たな「消費者基本計
画」策定
（平成22年3月）
<基本的方向>
・消費者の権利の尊重と消費者の
　自立の支援
・地方公共団体、消費者団体等と
　の連携・協働と消費者政策の実
　効性の確保・向上
・経済社会の発展への対応

広島市消費生活条例

消費者問題の現状分析と課題（別添参考資料のとおり）

計画策定の背景（消費者行政を取り巻く現状と課題）

条例の基本理念

条例の目的
市民の消費生活の安定及び向上の確保

消費者に被害が生じた場合には適切
かつ迅速に救済される権利
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○市民と事業者の意識の実態調査
　・「消費者問題についての消費者・事業者の意識と行動に関する調査（消費生活アンケート調
　　査）」実施(平成22年2月～3月)
　・消費生活アンケート調査結果の分析、消費者施策についての検討課題の抽出(平成22年度)

○消費生活センターの相談状況の分析

○「広島市消費生活条例」制定(平成18年10月)
　・被害の防止策や救済策などを明確化
　　消費者トラブルに関する相談を通じて主に助言
　　→条例に違反した疑いのある事業者を調査、指導や勧告、従わない事業者の名称を公表可能に

○「広島市消費生活条例」改正(平成24年4月)
　・基本計画の策定を規定

4
消費者に対し教育の機会が提供され
る権利

広島市消費生活基本計画（仮称）の概要（案）

（　）内…別添「消費者問題の現状
分析と課題」の現状分析による課題
番号

計画の基本的な方向

（課題1-4(1)、2-4、2-5、3-
1、4-1(1)）

（課題1-2、1-3、1-4(2)、1-
6、2-1、3-2、4-1(2)、4-
2(1)、(2)）

２ 消費者力の向上3
消費者に対し必要な情報が提供され
る権利

消費者の権利の尊重、消費者の自立の支援

適正に商品・サービスを選ぶことのできる取
引環境の確保

３ 消費者の被害の救済

（課題1-1、1-5、2-2、2-3、
3-2）

市民の消費生活における基本的な需要が満た
され、その健全な生活環境が確保される中
で、次のことが消費者の権利であることを尊
重するとともに、消費者の自立を支援するこ
とを基本として消費者施策を推進する。

計画の目的
消費者の権利の尊重や消費者の自立の支援、消費者被害の救済に向け
た取組の充実などにより、消費生活の安定と向上を図る。

計画期間 平成２５年度（2013年度）から平成２９年度（20１７年度）までの５年間

5
消費者の意見が消費者施策に反映さ
れる権利

消費者の自立の支援に関する配慮事項

１．事業者による適正な事業活動の確保

２．消費者の年齢その他の特性に配慮

消費者施策の推進に関する配慮事項

１．高度情報通信社会の進展に的確に対応

２．国際化の進展に的確に対応

３．環境の保全に配慮

施策体系

計画の推進

○推進体制の整備
・庁内の関係課長で構成する消費者行政ネットワーク会議における計画の総合的な調整や推進

・国際貿易の拡大と経済のグローバル化の進展

・情報技術の飛躍的な発展とコンピュータの普及などによるネットワーク上での電子

商取引の増大

・少子高齢化、女性の社会進出など、社会構造変化に対応した新たなサービス需要の

高まり

・消費者ニーズの多様化

・高齢者を狙った悪質商法の増加

・多重債務問題

・商品やサービスの安全に関する事故や偽装表示などの不祥事の多発 など

資料７

重点項目
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